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※ 水産課 

 

 本県の沿岸漁業における基幹漁業の漁獲努力と対象資源との関係を見ると,漁獲努力が過剰であり,若

令小型魚の漁獲等に見られるように資源のもつ潜在生産力を充分に利用しているとは言えない魚種がか

なりあると考えられる。また,有用魚種については自然の回復力だけでは充分な資源の回復・増大が図り

得ない場合がある。 

 このため,種苗放流により資源の積極的な造成を行うとともに,資源水準に見合った合理的管理を行う

ことにより,資源の回復・増大および経済的有効利用を推進する必要がある。そこで,資源管理の将来方

向について総合的に検討するため,漁業資源の資源水準,効率的な種苗放流の方法,資源回復および経営

上効果的な漁業管理手法などを行い,漁獲努力量の適正な投下方法,漁業管理の目標を明らかにしようと

するものである。 

 資源培養管理対策推進事業（マダイ）では,実施に当たって,マダイ資源は瀬戸内海東部海域全体のも

のとの認識のもと,資源の効率的な運用を図るには,各府県の関係者が共通の認識のもとで実行する必要

があるとの考えで進められた。このため,東ブロックの代表的な沿岸魚種であるマダイを対象魚に選定し,

資源の効率的な培養および資源水準に見合った漁業管理方策を調査検討することにより,資源の回復,増

大および経済的有効利用を促進し,もって沿岸漁業の安定とその振興を図ることを目的として実施して

いる。 

 

1 調査目的 

  瀬戸内海東ブロックにおけるマダイ種苗の放流効果を把握し,有効な保護管理対策を策定し,マダイ

資源培養技術の確立と資源の合理的な利用を図り,もって裁培漁業の発展と定着を図る。 
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2 調査項目および調査の規模 

   

 

3 調査結果の概要 

  最近数年間の放流規模（3県で 60～80 万尾の標識放流）の継続により,徳島県における有標識率は 0

歳魚で 3.43％,1 歳魚で 0.85％,2 歳魚で 0.39％を示し（過去 4 カ年の合計）,0～1 歳魚においては 1

～2％前後の安定した値が得られるようになった。 

  徳島県鳴門海峡において天然の成魚,未成魚の標識放流（背骨型デスク・個体識別）を実施した。放

流月日,尾数および大きさは次の通りであり,尾叉長組成は図 1の通り。 

 

   

図 1 1990 年天然マダイ標識放流群の尾叉長組成 
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図 2 1990 年天然マダイ放流群の移動分散 

 

表 1 北灘,徳島市および和田島漁協における 1989 年 5月～1990 年 4 月における小型底引き網漁業 

の年齢別漁獲尾数 
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  放流後1年以内に8.0％が回収され,図2に示したように,その内の85.3％が放流海域から10km以内

の海域で再捕され,ほぼ前年と同様の結果を得た。 

  昨年と同様に徳島県の主要漁協における漁獲物年齢組成から年齢尾数を推定したところ（表 1,2 お

よび 3）,新規加入群の 0 歳魚が小型底引き網で 75.8％,定置網で 38.8％,一本釣で 0.4％漁獲されて

いることが分かった。 

  再生産に関与すると考えられる 3,4 歳魚以上の漁獲は小型底引き網で 1.0％以下,定置網で 5.9％,

一本釣で 25.5％を占めた。 

 

表 2 北灘漁協における 1989 年 5 月～1990 年 4月の定置網漁業の年齢別漁獲尾数 

   
 

  また,1986 年 4月～1991 年 3 月にかけて小型定置網（3隻）,小型底引き網（6隻）,一本釣（8隻）

について標本船調査を実施したが,1986 年 9 月～1990 年 3 月（一部,回遊性魚類共同放流実験調査を

含む）における紀伊水道の小型底引き網標本船日誌（6隻）から月別海区別 CPUE（漁獲尾数／隻・日）

を計算し,5分 Mesh の地図にプロットした（図 3）。 

  紀伊水道の小型底引き網で漁獲されるマダイの大部分は 0歳魚であり,図 3の CPUE はマダイ 0歳魚

の分布と見做しても問題ないと思われる。0 歳魚は 8～9 月にかけ小型底引き網で漁獲されるが,9～1

月にかけての漁獲の増大が顕著である。特に,1986 年 9月～1987 年 1月,1988 年 9月～1989 年 1 月に

おいては 1 日 1 隻当たりの漁獲尾数が 50 尾を超える海区の出現が見られた。これらの結果から調査

期間中においては新規加入群は 1986,1988 年級群が多く,一方,1987,1989 年級群の発生量は小さかっ

たものと考えられた。また,2 月～8 月にかけては,全般的に CPUE の減少が見られるが,成長に伴い生

活圏が沿岸に移り,小型底引き網の漁獲対象から外れたことによるものと思われた。 

  次に,水平的な分布をみると,全般的に広く分布するが,9～1 月にかけて高密度に分布する時期は,

沿岸部よりも水深 40～60m の深部に多く分布する傾向が認められる。特に,沼島南部は分布量が多い

傾向がうかがわれることから,沼島周辺が越冬場になっていることと深い関係があるものと思われる。 

  前述のように,1988年～1990年春季に鳴門海峡周辺において,天然由来の1歳魚～成魚の標識放流を

実施してきたが,その大部分は放流海域周辺で漁獲されている。つまり,一度沿岸部に生活圏を移行し

たものは,以後ほとんど移動しないことが明らかにされた。このことと今回の標本船調査の結果を併

せて考えると越冬に入る 12,1 月の水温下降期に越冬場や生残の善し悪しが決まるのかも知れない。 

  いずれにしても,越冬場と 0歳魚の分布域に近い沼島周辺域は最適の種苗放流適地と考えられる。 
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  徳島県鳴門海峡における 1988 年以降の遊漁船調査結果を表 4に示した。釣獲魚の年齢組成から主体

は 0～2 歳魚で,マダイ当業船に比較して 3 歳魚以上の釣獲尾数は少なく,小型魚の割合が多かった。

このことは,遊漁船がマダイ当業船との漁場の競合を避け,主漁場よりやや離れた水深の浅い海域で

操業していることによるものと考えられ,標本船日誌の操業位置図からも裏付けられている。遊漁者

の 1 日 1 人当たりの釣獲尾数は,0.2～12.7（3 カ年平均で 1 日 1人当たり 1 歳魚を中心に 3.3 尾のマ

ダイを釣獲している）で月や年による違いが大きい。 
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図 3 標本船からみた紀伊水道小型底びき網漁業の月別海区別 CPUE (2) 

 

 

 



－7－ 

   

図 3 標本船からみた紀伊水道小型底びき網漁業の月別海区別 CPUE (3) 
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図 3 標本船からみた紀伊水道小型底びき網漁業の月別海区別 CPUE (4) 
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図 3 標本船からみた紀伊水道小型底びき網漁業の月別海区別 CPUE (5) 
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図 3 標本船からみた紀伊水道小型底びき網漁業の月別海区別 CPUE (6) 
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図 3 標本船からみた紀伊水道小型底びき網漁業の月別海区別 CPUE (7) 
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表 3 鳴門町,新鳴門および堂浦漁業における 1989 年 5月～1990 年 4 月の一本釣漁業の年齢別漁獲尾数 

   

 

  当業船が産卵群を対象に釣獲する5,6月の漁獲は少なく,小型魚の加入が見られる9～12月に著しく

増加する。近年,この時期に,当業船がブリ当歳魚を対象にした漁業を営むため,時期的にも競合して

いない。 

  漁協からの聞き取りによる鳴門町漁協および堂浦漁協の遊漁船は約 42隻であり,両漁協の遊漁によ

る 1989 年 5 月～1990 年 4 月の間のおおよその釣獲尾数は,53,000 尾と試算される。両漁協の当業船

による同期の漁獲尾数が71,541尾となることから,遊漁による釣獲は,当業船の74％に当たり,小型魚

中心ながら当業船に匹敵する漁獲があげられているものと考えられる。 

  今回の調査では,組合所属の遊漁船についてのみ調査を実施したが,マイボートや漁港,突堤からの

釣獲も含めて考えると,遊漁によるマダイの釣獲が本資源に及ぼす影響は無視できないものと思われ

る。 

  瀬戸内海ブロックにおけるマダイの漁獲量は最近,1,000 トン前後を維持しているが,備讃瀬戸では

依然として厳しい状況が続いている。これまで得られている年齢別漁獲尾数のデータから,コホート

解析による資源評価を行った結果,近年の加入尾数は 700～800 万尾で安定していたが,1988 年には

1,200 万尾にまで増加している。しかしながら,未成魚は僅かながら増大の傾向を見せているものの,

成魚量は依然として低水準で,その大部分が当歳魚によって占められている。 
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  養殖マダイの再生産への関与について検討するため,マダイ養殖実態調査を実施した。結果は表 5

および表 6 に示した。再生産に関与すると考えられる 3 歳魚以上の雌は約 1 万 5 千尾と推定された。

今回の調査では,完熟卵を有する個体も 39尾中 8尾で確認され少なくても養殖マダイが再生産へ何ら

かの形で関与している可能性が再確認された。 

  小型底引き網漁船による混獲魚（マダイ稚魚）のバックフィシュの効果をみるため,表 7に示した試

験操業調査を 6～10月の間,4 回実施し採捕された 0,1 歳魚の生残率調査を行った。 

結果は表 8に示した。生残率は曳網時間が少ない方が高かった。また,数字には表せないが魚体の取

り扱い方法がその後の生残に影響しそうである。更に,試験例を積み重ねる必要があるが,小型魚の再

放流によって少なくとも 30～60％の生残が期待できそうである。 

表 4 遊漁標本船の釣獲状況 

   
表 5 マダイ養殖実態調査の概要（1990 年） 
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表 6 養殖マダイ雌の測定結果 
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表 7 生残率調査の実施方法 

   

 

表 8 生残率調査結果 

   
 

4 考  察 

  徳島県においても,昭和 60 年度以降実施してきた有標識率調査結果から,0～1 歳魚では 1～2％台の

安定した値が得られるようになり,引き続き放流効果の実証性は向上しつつあるが,2 歳魚以上の有標

識率は引続き低い結果しか得られていない。コホート解析から推定された加入量も期待される有標識

率の 7～8％とは依然としてかなりのギャップがあり,放流種苗の添加効率は低く,種苗性あるいは放

流技術など今後取り組むべき基本的な課題が残されていると言える。 

  一方,漁獲水準並びに資源量は 1980 年代後半になり,それまでの拡大変動期に比べ安定しつつある

が,0 歳魚の加入量が多いにもかかわらず,前年同様に成魚量水準が低い不安定な資源構造にあり,好

ましい安定した資源構造にあるとは言えない状況が続いている。 

  成魚量水準の低い原因は,昨年にも指摘したように小型底引き網による若齢魚に対する漁獲圧の影

響が考えられるが,加入量の増大の原因については未だ明らかでないが,養殖マダイの再生産への関

与の可能性が示唆されるデータが集積されつつある。 

  また,混獲されたマダイの生残率調査結果からは,小型魚の再放流によって 30～60％の生残が期待

され得る資料が得られつつある。 

  今後の資源培養管理対策については,引続き新規加入群の確保を図ると共に添加効率向上のための

放流技術の開発を推進する必要がある。また,放流魚や天然当歳魚が保護育成される資源培養型の増

殖場造成施設を確保することも有効である。 

  混獲当歳魚は再放流によってかなり高い生残率が期待できることが確認されており,最も有効な対

策の一つと考えられる。そして,何よりも大切なことは漁業者一人,一人の資源培養管理に対する自覚

が不可欠であり,今後とも普及啓蒙の継続実施が必要である。 


